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令和６年度上期の業務状況 

１ 事業の概要 

(1) 用水供給事業 

当期の給水量は、83,974,797ｍ3 で、前年同期に比して 3,114,839ｍ3 の増となりまし

た。また、当初予算における当期の予定給水量 84,415,490ｍ3に対する執行率は、99.5％

となりました。 

なお、一日最大給水量は、８月２８日に 486,358ｍ3（前年同期比 32,682ｍ3 7.2％の

増）を記録し、これは現在の安定水利権に基づく給水可能量 499,800ｍ3/日に対し 97.3％

の水準となっています。 
（単位：ｍ3） 

区    分 
令和６年度 

上 期 (A) 

令和５年度 

上 期 (B) 

比  較 

増減 (A)-(B) 対前年同期比 

取  水  量 88,396,700 85,062,200 3,334,500 103.9 ％ 

送  水  量 85,467,230 82,379,000 3,088,230 103.7 ％ 

有 収 水 量 
（給 水 量） 

83,974,797 80,859,958 3,114,839 103.9 ％ 

一日最大給水量 (8/28) 486,358 (7/18) 453,676 32,682 107.2 ％ 

 

(2)  水源開発事業 

水源施設費として、思川開発事業に係る水源地域対策特別措置法負担金及び基金

事業負担金 107,655 千円を執行しました。 

(3) 改良事業 

更新事業費として、取水ポンプ電気設備更新工事、２系沈澱池沈降装置等更新工事な

どを実施したことにより 2,624,223 千円を執行しました。 

また、導水管更新事業費として、導水管更新に伴うトンネル築造工事、導水管更新

に伴う不断水分岐弁等製作接合工事などを実施したことにより 3,760,521 千円を執

行しました。 

この結果、当期の改良事業については 6,427,378 千円を執行しました。 

(4) 建設改良事業等 

建設改良費として、共有施設更新・改良工事負担金、送水管更新第１期事業に伴う

実施設計業務委託（その１）などを実施したことにより 802,539 千円を執行しまし

た。 

また、企業債償還金（上期分）として定時償還額 1,009,521 千円を執行しました。 
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２　経理の状況

　（１）予算の執行状況（令和６年９月３０日）

　　ア　収益的収入及び支出（消費税込み表示）

（収 入）
（単位：千円）

執　行　額 執行率

現年度分 繰越分 計  (A) (B) (B)/(A)

 事 業 収 益 13,279,193 0 13,279,193 6,560,099 49.4%

営 業 収 益 12,619,901 0 12,619,901 6,274,213 49.7%

営業外収益 659,292 0 659,292 285,886 43.4%

（注）長期前受金戻入の執行額は、予算額の１／２相当額を計上した。

（支 出）
（単位：千円）

執　行　額 執行率

現年度分 繰越分 計  (A) (B) (B)/(A)

 事 業 費 用 12,404,818 0 12,404,818 6,666,914 53.7%

営 業 費 用 12,029,267 0 12,029,267 6,476,649 53.8%

営業外費用 370,051 0 370,051 190,265 51.4%

予 備 費 5,500 0 5,500 0 0.0%

（注）減価償却費の執行額は、予算額の１／２相当額を計上した。

 区    分
予    算    額

区    分
予    算    額
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　　イ　資本的収入及び支出（消費税込み表示）

（収 入）
（単位：千円）

執　行　額 執行率

現年度分 繰越分 計  (A) (B) (B)/(A)

 資 本 的 収 入 1,038,700 0 1,038,700 0 0.0%

企 業 債 1,038,700 0 1,038,700 0 0.0%

（支 出）
（単位：千円）

執　行　額 執行率

現年度分 繰越分 計  (A) (B) (B)/(A)

 資 本 的 支 出 10,141,555 274,771 10,416,326 8,347,093 80.1%

水 源 施 設 費 109,558 0 109,558 107,655 98.3%

改 良 事 業 費 6,992,000 274,771 7,266,771 6,427,378 88.4%

建 設 改 良 費 1,010,053 0 1,010,053 802,539 79.5%

企業債償還金 2,029,944 0 2,029,944 1,009,521 49.7%

区    分
予    算    額

区    分
予    算    額
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　（２）損益計算書（消費税抜き表示）

（令和６年４月１日から令和６年９月３０日まで）

（単位：千円）

1 営　業　収　益

(1)給 水 収 益 5,674,063

(2)そ の 他 の 営 業 収 益 29,766 5,703,829

2 営　業　費　用

(1)原 水 及 び 浄 水 費 1,352,745

(2)送 水 費 133,797

(3)受 託 工 事 費 91,391

(4)総 係 費 186,093

(5)減 価 償 却 費 2,721,309 4,485,335

1,218,494

3 営　業　外　収　益

(1)受 取 利 息 及 び 配 当 金 100

(2)長 期 前 受 金 戻 入 277,588

(3)雑 収 益 8,196 285,884

4 営　業　外　費　用

(1)
支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

190,265 190,265 95,619

1,314,113

1,314,113

1,842,948

0

3,157,061当 期 未 処 分 利 益 剰 余 金

営 業 利 益

経 常 利 益

当 期 純 利 益

前 期 繰 越 利 益 剰 余 金

その他未処分利益剰余金変動額
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　（３）貸借対照表（消費税抜き表示）

（単位：千円）

1 固　　定　　資　　産

(1)

イ 土 地 6,681,824

ロ 建 物 17,214,607

減 価 償 却 累 計 額 △ 12,685,939 4,528,668

ハ 構 築 物 123,455,607

減 価 償 却 累 計 額 △ 78,471,378 44,984,229

ニ 機 械 及 び 装 置 53,399,876

減 価 償 却 累 計 額 △ 30,874,806 22,525,070

ホ 車 両 運 搬 具 6,738

減 価 償 却 累 計 額 △ 6,401 337

ヘ 工具器具及び備品 566,272

減 価 償 却 累 計 額 △ 488,051 78,221

ト リ ー ス 資 産 4,704

減 価 償 却 累 計 額 △ 1,568 3,136

チ 建 設 仮 勘 定 16,109,457

有形固定資産合計 94,910,942

(2)

イ ダ ム 使 用 権 26,397,029

ロ その他無形固定資産 8,224

無形固定資産合計 26,405,253

(3)

イ 投 資 有 価 証 券 199,877

投資その他の資産合計 199,877

固 定 資 産 合 計 121,516,072

2 流　　動　　資　　産

(1) 4,909,801

(2) 1,049,947

(3) 899,701

(4) 91,683

(5) 1,302,207

(6) 205,056

8,458,395

129,974,467

流 動 資 産 合 計

（令和６年９月３０日）

資　　産　　の　　部

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

現 金 ・ 預 金

未 収 金

有 価 証 券

貯 蔵 品

前 払 金

そ の 他 流 動 資 産

資 産 合 計
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3 固　　定　　負　　債

(1)

イ
建設改良費等の財源に
充てるための企業債 21,434,620

企 業 債 合 計 21,434,620

(2) 2,932

(3)

イ 退 職 給 付 引 当 金 560,816

引 当 金 合 計 560,816

固 定 負 債 合 計 21,998,368

4 流　　動　　負　　債

(1)

イ
建設改良費等の財源に
充てるための企業債 1,020,423

企 業 債 合 計 1,020,423

(2) 604

(3) 179,110

(4) 583,444

流 動 負 債 合 計 1,783,581

5 繰　　延　　収　　益

(1) 38,929,864

(2) △ 27,713,002

繰 延 収 益 合 計 11,216,862

負 債 合 計 34,998,811

6 資　　　　本　　　　金

(1) 17,517,030

(2) 10,445,867

(3) 63,227,212

資 本 金 合 計 91,190,109

7 剰　　　　余　　　　金

(1)

イ 国 庫 補 助 金 592,167

ロ その他資本剰余金 36,319

資 本 剰 余 金 合 計 628,486

(2)

イ 当期未処分利益剰余金 3,157,061

利 益 剰 余 金 合 計 3,157,061

剰 余 金 合 計 3,785,547

資 本 合 計 94,975,656

負 債 資 本 合 計 129,974,467

資　　本　　の　　部

負　　債　　の　　部

企 業 債

リ ー ス 債 務

引 当 金

企 業 債

リ ー ス 債 務

未 払 金

そ の 他 流 動 負 債

長 期 前 受 金

長期前受金 収益化累計額

他 会 計 繰 入 資 本 金

他 会 計 出 資 金

組 入 資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金
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【注記】

Ⅰ 重要な会計方針

1 有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的債券　償却原価法（定額法）

2 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

・減価償却の方法　定額法による

・主な耐用年数

　　建物　　　　　　　８～５０年

　　構築物　　　　　１０～６０年

　　機械及び装置　　　６～２０年

　　工具器具及び備品　３～１５年

(2) 無形固定資産

・減価償却の方法　定額法による

・主な耐用年数

　　ダム使用権　　　　　　５５年

(3) リース資産

・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法による。

3 引当金の計上方法

(1) 退職給付引当金

　職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における退職手当の要支給額に相当する額を計上している。

(2) 賞与引当金

　職員の期末手当及び勤勉手当の支給（手当に係る法定福利費を含む。）に備えるため、当年度末における支給

見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

4 消費税及び地方消費税の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ 貸借対照表等関連

1 退職給付引当金の取崩し

　令和６年度上期において、退職手当を支給するため、退職給付引当金１１，９４０千円を取り崩している。

2 賞与引当金の取崩し

　令和６年度上期において、期末手当及び勤勉手当を支給（手当に係る法定福利費を含む。）するため、賞与引当金

５６，９９９千円を取り崩している。

Ⅲ リース契約により使用する固定資産

1 リース取引の処理方法

(1) リース料総額が３００万円超かつリース期間が１年超の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

　通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っている。

(2) リース料総額が３００万円以下又はリース期間が１年以内の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

　通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っている。

2 リース期間の中途において当該リース契約を解除することができないオペレーティング・リース取引に係る未経過

リース料相当額（重要性の乏しいものを除く。）

１年内　　５，６８９千円

１年超　　７，５５２千円

　計　　１３，２４１千円
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8,000,000

9,000,000

10,000,000

11,000,000

12,000,000

13,000,000

14,000,000

15,000,000

16,000,000

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

R５（実績）

R６（予算）

R６（実績）

m3
月 別 給 水 量

千葉県

40.5%

松戸市

3.3%

野田市

8.3％

柏市

21.1％

流山市

9.8%

我孫子市

6.6%

習志野市

4.0%

八千代市

6.4%

Ｒ６上期給水量

８３，９７４，７９７m3
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 令和５年度決算の状況 

 

１ 事業の概要 

（1）  用水供給事業 

当年度の年間有収水量は 167,524,491㎥で、対前年度比 3,081,102㎥、1.9％の増となりまし 

た。 

また、一日平均給水量は 457,717㎥で対前年度比 1.6％の増となり、一日最大給水量は 12 

月 13日に 490,523㎥で対前年度比 0.8%の増となりました。 

なお、有収率は 98.1％（前年度 98.1％）となり、負荷率は 93.3％（前年度 92.6％）とな 

りました。 
 

（単位：ｍ3） 

区    分 令和５年度 令和４年度 
比     較 

増  減 対前年度比 

年 間 取 水 量 174,904,900 171,475,400 3,429,500 102.00 ％ 

年 間 送 水 量 170,863,260 167,632,490 3,230,770 101.93 ％ 

年間有収水量 167,524,491 164,443,389 3,081,102 101.87 ％ 

一日平均給水量 457,717 450,530 7,187 101.60 ％ 

一日最大給水量 (12/13) 490,523 (12/30) 486,391 4,132 100.85 ％ 

有 収 率 98.05 ％ 98.10 ％ △0.05 － 

 

（2）  水源開発事業の状況 

水源施設費として、思川開発事業に係る水特事業負担金等 151,337千円を納付しました。 

 

（3） 改良事業費等の状況 

改良事業費として、導水管更新に伴うトンネル内管製作接合工事等で 4,626,791千円、 

受水槽遠方監視制御設備や取水ポンプ電気設備等の更新工事で 3,897,216千円を執行した 

ほか、事務費 87,376千円を執行しました。 

また、建設改良費として、３号高架水槽揚水ポンプ設備設置や１系沈澱池流入仕切弁設置 

工事等で 401,026千円を執行しました。 
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２ 経理の状況 

（1） 収益的収支 

事業収益決算額 13,484,284千円（対前年度比 418,740千円、3.2％の増）に対し、事業 

費用決算額は 11,786,902千円（対前年度比 58,930千円、0.5％の増）となり、この結果、 

当年度純利益は 848,226千円となりました。 

このうち事業収益の内訳は、営業収益 12,751,955千円（対前年度比 2.0％増）、営業外 

収益 731,225千円（対前年度比 29.0％増）、特別利益 1,104千円（皆増）となりました。 

     営業収益は、給水収益 12,507,402千円（対前年度比 0.5％増）、受託工事収益 189,090千円 

（皆増）、その他の営業収益 55,463千円（対前年度比 2.3％増）となりました。 

また、営業外収益のうち、長期前受金戻入は 560,836千円（対前年度比 1.1％増）、消費 

税還付金は 143,440千円（皆増）となりました。 

 その他、八ッ場ダム建設事業の精算還付金のうち稼働に伴う既償却分として、特別利益 

1,104千円を計上しました。 

一方、事業費用の内訳は、営業費用 11,300,419千円（対前年度比 0.9％増）、営業外費用 

415,855千円（対前年度比 20.4％減）、特別損失 70,628千円（皆増）となりました。 

このうち営業費用は、原水及び浄水費 4,788,517千円（対前年度比1.8％減）、送水費 498,480 

千円（対前年度比 13.2％減）、総係費 491,420千円（対前年度比 3.1％減）、受託工事費 

189,090千円（皆増）、減価償却費 5,164,710千円（対前年度比 0.5％増）及び資産減耗 

費 168,202千円（対前年度比 52.9％増）となりました。 

また、営業外費用のうち、支払利息及び企業債取扱諸費は 413,947千円（対前年度比 9.9％ 

減）となりました。 

その他、特別損失のうち、区画整理事業の換地処分に伴う固定資産売却損は 70,250千円 

（皆増）となりました。 

 

（2） 資本的収支 

資本的収入決算額は1,426,259千円（対前年度比 52.7％増）で、その内訳は企業債 1,397,500 

千円（対前年度比 49.6％増）、固定資産売却代金 17,156千円（皆増）、その他資本収入 

11,603千円（皆増）となりました。 

   一方、資本的支出決算額は 11,456,819千円（対前年度比 29.3％増）で、その内訳は水源 

施設費 151,337千円（対前年度比 352.0％増）、改良事業費 8,611,383千円（対前年度比 34.7

％増）、建設改良費 401,026 千円（対前年度比 67.3％増）、企業債償還金 2,085,363 千円

（対前年度比 5.0％減）、投資 199,850千円（皆増）、出資金返還金 4,198千円（皆増）、国

庫補助金返還金 3,662千円（皆増）となりました。 

なお、資本的支出決算額は予算額に比べ 361,265千円の減となりましたが、このうち 274,771 

千円は継続費逓次繰越額として翌年度に繰り越すこととし、残りの 86,494千円は不用額とし 

ました。 

この結果、資本的収入決算額 1,426,259千円から、資本的支出決算額（投資 199,850千円 
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及び損益勘定留保資金にて財源充当した継続費逓次繰越額 50,777千円を除く。）11,206,192 

千円を差し引いた資本的収支不足額は 9,779,933千円となりました。 

この不足額については当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 663,478千円、 

減債積立金 994,721千円、過年度分損益勘定留保資金 7,444,010千円、当年度分損益勘定留保 

資金 677,724千円で補てんしました。 
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３　令和５年度決算報告書

　(1) 収益的収入及び支出（消費税込み表示）

（収 入）
（単位：千円）

執　行　額 執行率

現年度分 繰越分 計   (A) (B) (B)/(A)

 事 業 収 益 13,543,695 0 13,543,695 13,484,284 99.6%

営 業 収 益 12,752,289 0 12,752,289 12,751,955 100.0%

営業外収益 790,303 0 790,303 731,225 92.5%

特 別 利 益 1,103 0 1,103 1,104 100.1%

（支 出）
（単位：千円）

執　行　額 執行率

現年度分 繰越分 計   (A) (B) (B)/(A)

 事 業 費 用 12,033,149 0 12,033,149 11,786,902 98.0%

営 業 費 用 11,537,475 0 11,537,475 11,300,419 97.9%

営業外費用 419,545 0 419,545 415,855 99.1%

特 別 損 失 70,629 0 70,629 70,628 100.0%

予 備 費 5,500 0 5,500 0 0.0%

 区    分
予    算    額

区    分
予    算    額
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　(2) 資本的収入及び支出（消費税込み表示）

（収 入）
（単位：千円）

執　行　額 執行率

現年度分 繰越分 計   (A) (B) (B)/(A)

 資 本 的 収 入 1,426,258 0 1,426,258 1,426,260 100.0%

企 業 債 1,397,500 0 1,397,500 1,397,500 100.0%

固 定 資 産
売 却 代 金

17,156 0 17,156 17,157 100.0%

そ の 他
資 本 収 入

11,602 0 11,602 11,603 100.0%

（支 出）
（単位：千円）

執　行　額 執行率

現年度分 繰越分 計   (A) (B) (B)/(A)

 資 本 的 支 出 11,767,307 50,777 11,818,084 11,456,819 96.9%

水 源 施 設 費 204,552 0 204,552 151,337 74.0%

改 良 事 業 費 8,841,000 50,777 8,891,777 8,611,383 96.8%

建 設 改 良 費 428,681 0 428,681 401,026 93.5%

企業債償還金 2,085,363 0 2,085,363 2,085,363 100.0%

投 資 199,850 0 199,850 199,850 100.0%

出資金返還金 4,198 0 4,198 4,198 100.0%

国 庫 補 助 金
返 還 金

3,663 0 3,663 3,662 100.0%

区    分
予    算    額

区    分
予    算    額
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1 営　業　収　益

（１） 給 水 収 益 11,370,365

（２） 受 託 工 事 収 益 189,090

（３） そ の 他 の 営 業 収 益 50,422 11,609,877

2 営　業　費　用

（１） 原 水 及 び 浄 水 費 4,423,426

（２） 送 水 費 455,907

（３） 受 託 工 事 費 171,900

（４） 総 係 費 478,777

（５） 減 価 償 却 費 5,164,710

（６） 資 産 減 耗 費 168,202 10,862,922

746,955

3 営　業　外　収　益

（１） 受取利息及び配当金 200

（２） 他 会 計 負 担 金 1,932

（３） 長 期 前 受 金 戻 入 560,836

（４） 雑 収 益 24,764 587,732

4 営　業　外　費　用

（１） 支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費 413,947

（２） 雑 支 出 2,889 416,836 170,896

917,851

5 特　別　利　益

（１） 過 年 度 損 益 修 正 益 1,004 1,004

6 特　別　損　失

（１） 固 定 資 産 売 却 損 70,250

（２） 過 年 度 損 益 修 正 損 378 70,628 △ 69,624

848,227

0

994,721

1,842,948

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

その他未処分利益剰余金変動額

当年度未処分利益剰余金

当 年 度 純 利 益

　(3) 損益計算書（消費税抜き表示）
（令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで）

（単位　千円）

営 業 利 益

経 常 利 益
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（単位　千円）

１　固　　定　　資　　産

(1) 有　形　固　定　資　産

イ 土 地 6,681,824

ロ 建 物 17,214,607

減 価 償 却 累 計 額 △ 12,499,000 4,715,607

ハ 構 築 物 123,455,607

減 価 償 却 累 計 額 △ 77,384,513 46,071,094

ニ 機 械 及 び 装 置 53,399,876

減 価 償 却 累 計 額 △ 29,824,456 23,575,420

ホ 車 両 運 搬 具 6,738

減 価 償 却 累 計 額 △ 6,401 337

へ 工具器具及び備品 565,677

減 価 償 却 累 計 額 △ 475,241 90,436

ト リ ー ス 資 産 4,704

減 価 償 却 累 計 額 △ 1,097 3,607

チ 建 設 仮 勘 定 15,448,192

有 形 固 定 資 産 合 計 96,586,517

(2) 無　形　固　定　資　産

イ ダ ム 使 用 権 26,778,888

ロ その他無形固定資産 9,668

無 形 固 定 資 産 合 計 26,788,556

(3) 投 資 そ の 他 の 資 産

イ 投 資 有 価 証 券 199,877

投資その他の資産合計 199,877

固　定　資　産　合　計 123,574,950

２　流　　動　　資　　産

(1) 11,302,082

(2) 1,446,991

(3) 91,275

(4) 92

(5) 5,000

12,845,440

136,420,390資 産 合 計

 (4)  貸借対照表（消費税抜き表示）

（令和６年３月３１日）

資　　産　　の　　部

現 金 ・ 預 金

未 収 金

前 払 費 用

貯 蔵 品

そ の 他 流 動 資 産

流 動 資 産 合 計
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３　固　　定　　負　　債

(1)

イ 建設改良費等の財源に充
てるための企業債 21,434,620

企 業 債 合 計 21,434,620

(2) 2,932

(3)

イ 退 職 給 付 引 当 金 572,756

引 当 金 合 計 572,756

固 定 負 債 合 計 22,010,308

４　流　　動　　負　　債

(1)

イ 建設改良費等の財源に充
てるための企業債 2,029,944

企 業 債 合 計 2,029,944

(2) 1,035

(3) 7,153,083

(4)

イ 賞 与 引 当 金 56,999

引 当 金 合 計 56,999

(5)

イ 預 り 保 証 金 13,000

ロ 預 り 金 29

その他流動負債合計 13,029

流 動 負 債 合 計 9,254,090

５　繰　　延　　収　　益

(1) 38,929,864

(2) △ 27,435,415

繰 延 収 益 合 計 11,494,449

負 債 合 計 42,758,847

６　資　　　　本　　　　金

(1)

イ 他会計繰入資本金 17,517,030

ロ 他 会 計 出 資 金 10,445,867

ハ 組 入 資 本 金 63,227,212

資 本 金 合 計 91,190,109

７　剰　　　　余　　　　金

(1)

イ 国 庫 補 助 金 592,167

ロ その他資本剰余金 36,319

資 本 剰 余 金 合 計 628,486

(2)

イ 当年度未処分利益剰余金 1,842,948

利 益 剰 余 金 合 計 1,842,948

剰 余 金 合 計 2,471,434

資 本 合 計 93,661,543

負 債 資 本 合 計 136,420,390

負　　債　　の　　部

企 業 債

利 益 剰 余 金

そ の 他 流 動 負 債

長 期 前 受 金

長期前受金収益化累計額

資　　本　　の　　部

資 本 金

資 本 剰 余 金

リ ー ス 債 務

引 当 金

企 業 債

リ ー ス 債 務

未 払 金

引 当 金
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【注記】

Ⅰ 重要な会計方針

１ 有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的債券　償却原価法（定額法）

２ 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

・減価償却の方法　定額法による

・主な耐用年数

　　建物　　　　　　　８～５０年

　　構築物　　　　　１０～６０年

　　機械及び装置　　　６～２０年

　　工具器具及び備品　３～１５年

(2) 無形固定資産

・減価償却の方法　定額法による

・主な耐用年数

　　ダム使用権　　　　　　５５年

(3) リース資産

・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法による

３ 引当金の計上方法

(1) 退職給付引当金

　職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における退職手当の要支給額に相当する額を計上している。

(2) 賞与引当金

　職員の期末手当及び勤勉手当の支給（手当に係る法定福利費を含む。）に備えるため、当年度末における支給

見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

４ 消費税及び地方消費税の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ 貸借対照表等関連

１ 退職給付引当金の取崩し

　令和５年度において、退職手当を支給するため、退職給付引当金１，６３２千円を取り崩している。

２ 賞与引当金の取崩し

　令和５年度において、期末手当及び勤勉手当を支給（手当に係る法定福利費を含む。）するため、賞与引当金

５６，９２７千円を取り崩している。

Ⅲ リース契約により使用する固定資産

１ リース取引の処理方法

(1) リース料総額が３００万円超かつリース期間が１年超の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常

　の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っている。

(2) リース料総額が３００万円以下又はリース期間が１年以内の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

　通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っている。

２ リース期間の中途において当該リース契約を解除することができないオペレーティング・リース取引に係る

１年内　　５，８３５千円

１年超　１３，２４１千円

　計　　１９，０７６千円

　未経過リース料相当額（重要性の乏しいものを除く。）
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４　経営分析

３年度 ４年度 ５年度

総　収　益      ％      ％      ％

総　費　用 119.85 106.34 107.47

営  業  利  益      ％      ％      ％

（期首経営資本 ＋ 期末経営資本）／2 1.49 0.49 0.62

（営業収益 － 受託工事収益）      ％      ％      ％

営  業  収  益 (120.11) (105.62) (106.83)

営  業  費　用 120.11 105.62 106.88

（ 営業費用 － 受託工事費）

営業収益 － 受託工事収益 　  回 　  回 　  回

（期首自己資本 ＋ 期末自己資本）／2 0.109 0.108 0.109

給  水  収  益      円      円      円

有  収  水  量 68.53 68.80 67.87

     円      円      円

56.94 64.84 62.96

有  収  水  量

流  動  資  産      ％      ％      ％

流  動  負  債 286.02 283.65 138.81

資本金＋剰余金＋評価差額等＋繰延収益      ％      ％      ％

負債・資本合計 78.63 79.87 77.08

固　定　資　産      ％      ％      ％

資本金＋剰余金＋評価差額等＋繰延収益 114.20 114.85 117.52

企業債償還金 ％ ％ ％

当年度減価償却費－長期前受金戻入 51.29 47.87 45.30

企業債元利償還金 ％ ％ ％

給  水  収  益 25.04 23.46 21.98

営業収益 － 受託工事収益 千円 千円 千円

損益勘定所属職員数 160,139 155,649 165,519

有  収  水  量 ㎥ ㎥ ㎥

損益勘定所属職員数 2,326,458 2,252,649 2,427,891

職 員 給 与 費 ％ ％ ％

給  水  収  益 5.75 5.45 5.25

 職員一人当たり
 給水量

 職員数は、
 企業長を除く

×100

 流動比率 ×100

 自己資本
 構成比率

 固定比率

 給水収益に
 対する職員
 給与費の割合

×100  

 職員一人当たり
 営業収益

 給水収益に対す
 る企業債元利償
 還金の割合

 企業債償還金
 対減価償却費
 比率

×100

 職員数は、
 企業長を除く

 供給単価

 給水原価

×100

×100

 (  )書は、受託工
事収益及び受託
工事費を除く数
値

 自己資本
 回転率

 自己資本
  ＝資本金
    ＋剰余金
    ＋評価差額等
    ＋繰延収益

 営業収支比率 ×100

経常費用－（受託工事費＋材料
及び 不用品売却原価＋附帯事
業費＋長期前受金戻入）

分析項目  算　　　　式
比　　　　　率

備    考

 経営資本
 営業利益率

 経営資本
  ＝資産
    －建設仮勘定
    －投資

×100

 総収支比率 ×100
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107.47 

0.62

138.81

77.08 

165.52

67.87

62.96 

21.98 107.25

-0.16

311.58 

80.28 

96.46 

81.89 

76.99 

28.47 

経営指標の比較
北千葉（R5年度）

用水供給全国平均（R4年度）

収益性（総収支比率）(%)

経済性
（経営資本営業利益率）(%)

費 用
（給水原価）(円)

給水収益に対する企業債
元利償還金の割合(%)

生産性(百万円)
（職員一人当たり営業収益）

安全性
（自己資本構成比率）(%)料 金

（供給単価）(円)

流動性
（流動比率）(%)
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